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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　他端末との通信を行う通信手段と、緊急時対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の
連絡先データを格納した対応者データベースと、緊急時の予定行動とその必要人数のデー
タを格納した緊急時行動データベースとを記憶する記憶手段と、を備えた管理サーバが、
　前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先データを読み出し、該当連絡先デ
ータの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記通信手段により送信し、携帯端
末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可である人員について
前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対応可否確認処理と、
　前記緊急時行動データベースにおける予定行動のデータと、前記対応者データベースに
て対応可フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブルを生成し
、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去する
割当処理と、
　前記割当処理の実行以降に前記携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回答デー
タを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について前記行動別割当テーブル
で検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急対応可
である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグの設定をする、状況更新処
理と、
　前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数をカウントし、ここでカウ
ントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動データが示す必要人数に達し
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ていないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員
を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定行動のデータと対応付ける
再割当処理と、
　を実行することを特徴とする緊急時人員割当方法。
【請求項２】
　前記管理サーバが、
　前記記憶手段の前記緊急時行動データベースにおいて、緊急時の複数の予定行動と各予
定行動の必要人数と予定行動間の優先順位のデータを格納しており、
　前記割当処理において、前記緊急時行動データベースにおける各予定行動のうち優先順
位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員の情
報を前記必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動別割当テーブルを生成し、予
定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去し、
　前記状況更新処理において、前記割当処理の実行以降に前記携帯端末から新たに送信さ
れた緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員につ
いて各行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を該当行動別割当テーブルから削除し
、前記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フ
ラグの設定をし、
　前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数を
カウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベー
スの該当予定行動データが示す必要人数に達していない人員不足の予定行動と、前記カウ
ントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベースの該当予定行動デー
タが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検知し、人員余剰の各予定行
動の行動別割当テーブルにて対応付けされた人員のうち余剰人員の分の情報を人員不足の
予定行動の行動別割当テーブルに移動させる、
　ことを特徴とする請求項１に記載の緊急時人員割当方法。
【請求項３】
　前記管理サーバが、
　各行動別割当テーブルにて該当予定行動に対応付けた人員について、前記対応者データ
ベースから該当人員の携帯端末の連絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末
に宛てて、該当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段に
より送信し、該当人員について前記行動別割当テーブルにおいて対応開始指示済みフラグ
を設定する行動指示処理を実行し、
　前記状況更新処理において、前記対応開始指示に応じて、該当人員が所定施設への移動
を開始した旨を示す移動開始報告、または該当人員が予定行動を開始した旨を示す対応開
始報告のいずれかを前記携帯端末から受信し、前記移動開始報告が示す該当人員を各行動
別割当テーブルで検索し、ここで検索された行動別割当テーブルにて該当人員についてフ
ラグを移動中フラグに更新し、前記対応開始報告が示す該当人員を各行動別割当テーブル
で検索し、ここで検索された行動別割当テーブルにて該当人員についてフラグを対応開始
フラグに更新し、
　前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数を
カウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベー
スの該当予定行動データが示す必要人数に達していない人員不足の予定行動と、前記カウ
ントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベースの該当予定行動デー
タが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検知し、人員余剰の各予定行
動の行動別割当テーブルにて対応付けされた人員中の余剰人員分のうち、対応開始指示済
みフラグ、移動中フラグ、対応開始フラグの優先順で人員の情報を特定して人員不足の予
定行動の行動別割当テーブルに移動させる、
　ことを特徴とする請求項２に記載の緊急時人員割当方法。
【請求項４】
　前記管理サーバが、
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　前記記憶手段の対応者データベースにおいて、緊急時対応を行う予定の各人員について
、該当人員が所持する携帯端末の連絡先データと初期フラグとを格納しており、
　前記対応可否確認処理において、前記回答データが緊急対応可である人員について前記
対応者データベースにて初期フラグを対応可フラグに更新し、
　前記割当処理において、前記緊急時行動データベースにおける各予定行動のうち優先順
位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員、初
期フラグが設定されている人員の優先順で、該当人員の情報を前記必要人数に達するまで
対応付けて予定行動別に行動別割当テーブルを生成し、
　前記行動指示処理において、各行動別割当テーブルにて該当予定行動に対応付けた人員
について、前記対応者データベースから該当人員の携帯端末の連絡先データを読み出し、
該当連絡先データの携帯端末に宛てて、該当人員に対応付けされた予定行動についての対
応開始指示を前記通信手段により送信し、前記対応開始指示の送信時刻のデータを該当行
動別割当テーブルにおける該当人員に対応付けて格納し、該当人員のうち前記初期フラグ
が設定されている者について前記行動別割当テーブルにおいて対応開始指示済み第１フラ
グを設定し、該当人員のうち前記対応可フラグが設定されている者について前記行動別割
当テーブルにおいて対応開始指示済み第２フラグを設定し、前記該当人員について前記対
応者データベースの対応可フラグないし初期フラグを消去し、
　前記状況更新処理において、前記行動別割当テーブルから、前記対応開始指示済み第１
フラグが設定された該当人員についての前記送信時刻のデータを読み出し、当該送信時刻
から現在時刻までの経過時間を算定し、前記経過時間を第１基準値に照合して、前記経過
時間が第１基準値を超過した人員を特定し、ここで特定した人員について該当行動別割当
テーブルにおいて該当人員の情報を削除し、前記行動別割当テーブルから、前記対応開始
指示済み第２フラグが設定された該当人員についての前記送信時刻のデータを読み出し、
当該送信時刻から現在時刻までの経過時間を算定し、前記経過時間を第２基準値に照合し
て、前記経過時間が第２基準値を超過した人員を特定し、ここで特定した人員について該
当行動別割当テーブルにおいて該当人員のフラグを前記対応開始指示済み第１フラグに更
新する、
　ことを特徴とする請求項３に記載の緊急時人員割当方法。
【請求項５】
　前記管理サーバが、
　前記対応可否確認処理において、予定行動の指定を入力インターフェイスで受け付け、
前記緊急時行動データベースから前記指定を受け付けた各予定行動の必要人数を読み出し
て合算し、前記回答データのうち緊急対応可であるものの受信数をカウントし、前記受信
数が前記必要人数の合算値に達するまで、前記回答データの受信を継続する、ことを特徴
とする請求項２～４のいずれかに記載の緊急時人員割当方法。
【請求項６】
　前記管理サーバが、
　前記記憶手段の前記緊急時行動データベースにおいて、緊急時の複数の予定行動と、各
予定行動を実行する為の最低限の人数たる最低必要人数と、各予定行動を実行する為に必
要となる通常の人数たる通常必要人数と、予定行動間の優先順位のデータを格納しており
、
　前記割当処理において、前記緊急時行動データベースにおける各予定行動のうち優先順
位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員の情
報を前記最低必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動別割当テーブルを生成し
、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去し、
前記各予定行動について前記最低必要人数に達するまで人員の情報をそれぞれ対応付けで
きた場合に、前記各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベースに
て対応可フラグが設定されている人員の情報を前記通常必要人数に達するまで該当行動別
割当テーブルに対応付けし、該当予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベ
ースの対応可フラグを消去し、
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　前記状況更新処理において、前記割当処理の実行以降に前記携帯端末から新たに送信さ
れた緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員につ
いて各行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を該当行動別割当テーブルから削除し
、前記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フ
ラグの設定をし、
　前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数を
カウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベー
スの該当予定行動データが示す最低必要人数ないし通常必要人数に達していない人員不足
の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベ
ースの該当予定行動データが示す最低必要人数以上ないし通常必要人数以上となっている
人員余剰の予定行動とを検知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブルにて対応付
けされた人員のうち余剰人員の分の情報を人員不足の予定行動の行動別割当テーブルに移
動させる、
　ことを特徴とする請求項２～５のいずれかに記載の緊急時人員割当方法。
【請求項７】
　他端末との通信を行う通信手段と、
　緊急時対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の連絡先データを格納した対応者デー
タベースと、緊急時の予定行動とその必要人数のデータを格納した緊急時行動データベー
スとを記憶する記憶手段と、
　前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先データを読み出し、該当連絡先デ
ータの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記通信手段により送信し、携帯端
末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可である人員について
前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対応可否確認手段と、
　前記緊急時行動データベースにおける予定行動のデータと、前記対応者データベースに
て対応可フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブルを生成し
、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去する
割当手段と、
　前記割当手段の処理実行以降に前記携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回答
データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について前記行動別割当テー
ブルで検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急対
応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグの設定をする、状況更
新手段と、
　前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数をカウントし、ここでカウ
ントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動データが示す必要人数に達し
ていないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員
を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定行動のデータと対応付ける
再割当手段と、
　を備える管理サーバからなることを特徴とする緊急時人員割当システム。
【請求項８】
　他端末との通信を行う通信手段と、
　緊急時対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の連絡先データを格納した対応者デー
タベースと、緊急時の予定行動とその必要人数のデータを格納した緊急時行動データベー
スとを記憶する記憶手段と、
　前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先データを読み出し、該当連絡先デ
ータの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記通信手段により送信し、携帯端
末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可である人員について
前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対応可否確認手段と、
　前記緊急時行動データベースにおける予定行動のデータと、前記対応者データベースに
て対応可フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブルを生成し
、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去する
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割当手段と、
　前記割当手段の処理実行以降に前記携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回答
データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について前記行動別割当テー
ブルで検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急対
応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグの設定をする、状況更
新手段と、
　前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数をカウントし、ここでカウ
ントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動データが示す必要人数に達し
ていないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員
を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定行動のデータと対応付ける
再割当手段と、
　を備えることを特徴とする管理サーバ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、緊急時人員割当方法、緊急時人員割当システム、および管理サーバに関する
ものであり、具体的には、緊急時の人員がおかれた様々な状況とその変遷を考慮した臨機
応変な人員割当を可能とする技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　企業や公共機関等における人員配置の管理技術として以下のようなものが提案されてい
る。例えば、複数の作業工程を含む製造工程で、複数の作業者をそれぞれの作業工程に配
置する人員配置システムにおいて、各作業者の出勤を確認する出勤確認手段と、各作業者
の作業スキルを記憶する作業者情報記憶手段と、各作業工程の作業内容と難易度を記憶す
る作業内容記憶手段と、出勤確認手段により確認された各作業者の出勤、作業者情報記憶
手段内の各作業者の作業スキル、及び作業内容記憶手段内の各作業工程の作業内容と難易
度に基づいて、各作業者の配置態様を計画する人員配置計算手段とを備えることを特徴と
する人員配置システム（特許文献１参照）などが提案されている。
【０００３】
　また、管理対象施設を管理する管理センタの管理サーバに出動要請を行う人員の人数、
必要資格等の出動要請条件が入力され、管理サーバが出動要請条件に合致する人員を人員
データベースから抽出するとともに人員の携帯通信端末に電子メールを送信して出動要請
の連絡を行う。出動要請を受信した人員が即時の出動が不可能な場合に、前記管理サーバ
が、そのまま待機可能か否かを尋ねその返信連絡を受け、待機可能な場合には、該人員を
待機者リストに登録する。 別の管理対象施設に不具合が発生した場合には、待機者リス
トに登録された人員に出動命令を行う方法（特許文献２参照）なども提案されている。
【特許文献１】特開２００２－３７３２３５号公報
【特許文献２】特開２００７－２４１７７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、企業や公共機関等においては、災害等により業務継続が困難になった場合に
備え、業務システムのバックアップセンターの用意や、コンティンジェンシープランの作
成などを行っている。災害等が実際に発生した場合には、例えば前記バックアップセンタ
ー等を立ち上げるべく、対応人員を該当施設に派遣することになる。こうした災害時など
緊急事態に際して、前記対応人員となる職員らの置かれた個々の状況や連絡経路の生死な
どは様々であり、しかもその状況は時々刻々変遷していくことが想定される。
【０００５】
　しかしながら従来技術では、こうした緊急時に対応する人員自身も混乱状況下に置かれ
がちであり、その状況も個々に変化することについて考慮されておらず、緊急時の人員が
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おかれた様々な状況に応じて臨機応変な人員割当を迅速に行うことはできていない。
【０００６】
　そこで本発明は上記課題を鑑みてなされたものであり、緊急時の人員がおかれた様々な
状況とその変遷を考慮した臨機応変な人員割当を可能とする技術の提供を主たる目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決する本発明の緊急時人員割当方法は、他端末との通信を行う通信手段と
、緊急時対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の連絡先データを格納した対応者デー
タベースと、緊急時の予定行動とその必要人数のデータを格納した緊急時行動データベー
スとを記憶する記憶手段と、を備えた管理サーバが、以下の処理を実行するものである。
【０００８】
　すなわち、前記管理サーバは、前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先デ
ータを読み出し、該当連絡先データの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記
通信手段により送信し、携帯端末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが
緊急対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対
応可否確認処理を実行する。
【０００９】
　また、前記管理サーバは、前記緊急時行動データベースにおける予定行動のデータと、
前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行
動別割当テーブルを生成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベース
の対応可フラグを消去する割当処理を実行する。
【００１０】
　また、前記管理サーバは、前記割当処理の実行以降に前記携帯端末から新たに送信され
た緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員につい
て前記行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前
記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグ
の設定をする、状況更新処理を実行する。
【００１１】
　また、前記管理サーバは、前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数
をカウントし、ここでカウントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動デ
ータが示す必要人数に達していないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フ
ラグが設定されている人員を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定
行動のデータと対応付ける再割当処理を実行する。
【００１２】
　なお、前記緊急時人員割当方法において、前記管理サーバが、前記記憶手段の前記緊急
時行動データベースにおいて、緊急時の複数の予定行動と各予定行動の必要人数と予定行
動間の優先順位のデータを格納しているとしてもよい。
【００１３】
　この場合、前記管理サーバは、前記割当処理において、前記緊急時行動データベースに
おける各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フ
ラグが設定されている人員の情報を前記必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行
動別割当テーブルを生成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベース
の対応可フラグを消去するとすれば好適である。
【００１４】
　また、前記管理サーバは、前記状況更新処理において、前記割当処理の実行以降に前記
携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊
急対応不可である人員について各行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を該当行動
別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者
データベースにて対応可フラグの設定をするとすれば好適である。
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【００１５】
　また、前記管理サーバは、前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行
動に対応付けた人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、
前記緊急時行動データベースの該当予定行動データが示す必要人数に達していない人員不
足の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データ
ベースの該当予定行動データが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検
知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブルにて対応付けされた人員のうち余剰人
員の分の情報を人員不足の予定行動の行動別割当テーブルに移動させる、とすれば好適で
ある。
【００１６】
　なお、前記緊急時人員割当方法において、前記管理サーバが、各行動別割当テーブルに
て該当予定行動に対応付けた人員について、前記対応者データベースから該当人員の携帯
端末の連絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末に宛てて、該当人員に対応
付けされた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段により送信し、該当人員につ
いて前記行動別割当テーブルにおいて対応開始指示済みフラグを設定する行動指示処理を
実行するとしてもよい。
【００１７】
　この場合、前記管理サーバは、前記状況更新処理において、前記対応開始指示に応じて
、該当人員が所定施設への移動を開始した旨を示す移動開始報告、または該当人員が予定
行動を開始した旨を示す対応開始報告のいずれかを前記携帯端末から受信し、前記移動開
始報告が示す該当人員を各行動別割当テーブルで検索し、ここで検索された行動別割当テ
ーブルにて該当人員についてフラグを移動中フラグに更新し、前記対応開始報告が示す該
当人員を各行動別割当テーブルで検索し、ここで検索された行動別割当テーブルにて該当
人員についてフラグを対応開始フラグに更新するとすれば好適である。
【００１８】
　また、前記管理サーバは、前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行
動に対応付けた人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、
前記緊急時行動データベースの該当予定行動データが示す必要人数に達していない人員不
足の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データ
ベースの該当予定行動データが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検
知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブルにて対応付けされた人員中の余剰人員
分のうち、対応開始指示済みフラグ、移動中フラグ、対応開始フラグの優先順で人員の情
報を特定して人員不足の予定行動の行動別割当テーブルに移動させる、とすれば好適であ
る。
【００１９】
　なお、前記緊急時人員割当方法において、前記管理サーバが、前記記憶手段の対応者デ
ータベースにおいて、緊急時対応を行う予定の各人員について、該当人員が所持する携帯
端末の連絡先データと初期フラグとを格納しているとしてもよい。
【００２０】
　この場合、前記管理サーバは、前記対応可否確認処理において、前記回答データが緊急
対応可である人員について前記対応者データベースにて初期フラグを対応可フラグに更新
するとすれば好適である。
【００２１】
　また、前記管理サーバは、前記割当処理において、前記緊急時行動データベースにおけ
る各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フラグ
が設定されている人員、初期フラグが設定されている人員の優先順で、該当人員の情報を
前記必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動別割当テーブルを生成するとすれ
ば好適である。
【００２２】
　また、前記管理サーバは、前記行動指示処理において、各行動別割当テーブルにて該当



(8) JP 5222751 B2 2013.6.26

10

20

30

40

50

予定行動に対応付けた人員について、前記対応者データベースから該当人員の携帯端末の
連絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末に宛てて、該当人員に対応付けさ
れた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段により送信し、前記対応開始指示の
送信時刻のデータを該当行動別割当テーブルにおける該当人員に対応付けて格納し、該当
人員のうち前記初期フラグが設定されている者について前記行動別割当テーブルにおいて
対応開始指示済み第１フラグを設定し、該当人員のうち前記対応可フラグが設定されてい
る者について前記行動別割当テーブルにおいて対応開始指示済み第２フラグを設定し、前
記該当人員について前記対応者データベースの対応可フラグないし初期フラグを消去する
とすれば好適である。
【００２３】
　また、前記管理サーバは、前記状況更新処理において、前記行動別割当テーブルから、
前記対応開始指示済み第１フラグが設定された該当人員についての前記送信時刻のデータ
を読み出し、当該送信時刻から現在時刻までの経過時間を算定し、前記経過時間を第１基
準値に照合して、前記経過時間が第１基準値を超過した人員を特定し、ここで特定した人
員について該当行動別割当テーブルにおいて該当人員の情報を削除し、前記行動別割当テ
ーブルから、前記対応開始指示済み第２フラグが設定された該当人員についての前記送信
時刻のデータを読み出し、当該送信時刻から現在時刻までの経過時間を算定し、前記経過
時間を第２基準値に照合して、前記経過時間が第２基準値を超過した人員を特定し、ここ
で特定した人員について該当行動別割当テーブルにおいて該当人員のフラグを前記対応開
始指示済み第１フラグに更新する、とすれば好適である。
【００２４】
　なお、前記緊急時人員割当方法において、前記管理サーバが、前記対応可否確認処理に
おいて、予定行動の指定を入力インターフェイスで受け付け、前記緊急時行動データベー
スから前記指定を受け付けた各予定行動の必要人数を読み出して合算し、前記回答データ
のうち緊急対応可であるものの受信数をカウントし、前記受信数が前記必要人数の合算値
に達するまで、前記回答データの受信を継続する、としてもよい。
【００２５】
　また、前記緊急時人員割当方法において、前記管理サーバが、前記記憶手段の前記緊急
時行動データベースにおいて、緊急時の複数の予定行動と、各予定行動を実行する為の最
低限の人数たる最低必要人数と、各予定行動を実行する為に必要となる通常の人数たる通
常必要人数と、予定行動間の優先順位のデータを格納しているとしてもよい。
【００２６】
　この場合、前記管理サーバは、前記割当処理において、前記緊急時行動データベースに
おける各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベースにて対応可フ
ラグが設定されている人員の情報を前記最低必要人数に達するまで対応付けて予定行動別
に行動別割当テーブルを生成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベ
ースの対応可フラグを消去し、前記各予定行動について前記最低必要人数に達するまで人
員の情報をそれぞれ対応付けできた場合に、前記各予定行動のうち優先順位上位のものか
ら、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定されている人員の情報を前記通常必
要人数に達するまで該当行動別割当テーブルに対応付けし、該当予定行動に対応付けた人
員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去する。
【００２７】
　また、前記管理サーバは、前記状況更新処理において、前記割当処理の実行以降に前記
携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊
急対応不可である人員について各行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を該当行動
別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者
データベースにて対応可フラグの設定をする。
【００２８】
　また、前記管理サーバは、前記再割当処理において、各行動別割当テーブルにて予定行
動に対応付けた人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、
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前記緊急時行動データベースの該当予定行動データが示す最低必要人数ないし通常必要人
数に達していない人員不足の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が
、前記緊急時行動データベースの該当予定行動データが示す最低必要人数以上ないし通常
必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検知し、人員余剰の各予定行動の行動
別割当テーブルにて対応付けされた人員のうち余剰人員の分の情報を人員不足の予定行動
の行動別割当テーブルに移動させる。
【００２９】
　また、本発明の緊急時人員割当システムは、他端末との通信を行う通信手段と、緊急時
対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の連絡先データを格納した対応者データベース
と、緊急時の予定行動とその必要人数のデータを格納した緊急時行動データベースとを記
憶する記憶手段と、前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先データを読み出
し、該当連絡先データの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記通信手段によ
り送信し、携帯端末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可で
ある人員について前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対応可否確認手
段と、前記緊急時行動データベースにおける予定行動のデータと、前記対応者データベー
スにて対応可フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブルを生
成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去
する割当手段と、前記割当手段の処理実行以降に前記携帯端末から新たに送信された緊急
対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について前記
行動別割当テーブルで検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前記回答
データが緊急対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグの設定
をする、状況更新手段と、前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数を
カウントし、ここでカウントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動デー
タが示す必要人数に達していないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フラ
グが設定されている人員を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定行
動のデータと対応付ける再割当手段と、を備える管理サーバからなることを特徴とする。
【００３０】
　また、本発明の管理サーバは、他端末との通信を行う通信手段と、緊急時対応を行う予
定の人員が所持する携帯端末の連絡先データを格納した対応者データベースと、緊急時の
予定行動とその必要人数のデータを格納した緊急時行動データベースとを記憶する記憶手
段と、前記対応者データベースにおける各携帯端末の連絡先データを読み出し、該当連絡
先データの携帯端末に宛てて、緊急対応可否の回答要求を前記通信手段により送信し、携
帯端末から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可である人員につ
いて前記対応者データベースにて対応可フラグを設定する、対応可否確認手段と、前記緊
急時行動データベースにおける予定行動のデータと、前記対応者データベースにて対応可
フラグが設定されている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブルを生成し、予定行
動に対応付けた人員について前記対応者データベースの対応可フラグを消去する割当手段
と、前記割当手段の処理実行以降に前記携帯端末から新たに送信された緊急対応可否の回
答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について前記行動別割当テ
ーブルで検索し、該当者の情報を行動別割当テーブルから削除し、前記回答データが緊急
対応可である人員について前記対応者データベースにて対応可フラグの設定をする、状況
更新手段と、前記行動別割当テーブルにて予定行動に対応付けた人員の数をカウントし、
ここでカウントした人員数が、前記緊急時行動データベースの予定行動データが示す必要
人数に達していないことを検知し、前記対応者データベースにて対応可フラグが設定され
ている人員を特定し、該当人員の情報を前記行動別割当テーブルにて予定行動のデータと
対応付ける再割当手段と、を備えることを特徴とする。
【００３１】
　その他、本願が開示する課題、及びその解決方法は、発明の実施の形態の欄、及び図面
により明らかにされる。
【発明の効果】
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【００３２】
　本発明によれば、緊急時の人員がおかれた様々な状況とその変遷を考慮した臨機応変な
人員割当が可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
－－－システム構成－－－
　以下に本発明の実施形態について図面を用いて詳細に説明する。図１は、本実施形態の
緊急時人員割当システム１０のネットワーク構成図である。図１に示す緊急時人員割当シ
ステム１０は、ＩＳＰ（インターネットサービスプロバイダ）のサーバ５や移動体通信網
６、およびインターネット１４０を介して互いに接続された管理サーバ１００および携帯
端末２００から構成され、緊急時の人員がおかれた様々な状況とその変遷を考慮した臨機
応変な人員割当を可能とするコンピュータシステムである。前記携帯端末２００は、企業
や公共機関の職員らが所持する携帯電話機などの端末である。
【００３４】
　次に、本実施形態における緊急時人員割当システム１０を構成する各装置について説明
する。前記緊急時人員割当システム１０（以下システム１０）を構成する管理サーバ１０
０は、本発明を実現する機能を備えるべくハードディスクドライブなどの不揮発性の記憶
手段１０１に格納されたプログラム１０２をＲＡＭ１０３に読み出し、演算装置たるＣＰ
Ｕ１０４により実行する。また、前記管理サーバ１００は、コンピュータ装置が一般に備
えている各種キーボードやボタン類などの入力インターフェイス１０５、ディスプレイな
どの出力インターフェイス１０６を必要に応じて備えることができる。また、前記携帯端
末２００との間の通信経路（前記インターネット１４０など）の通信プロトコルに応じて
データ授受を実行する通信手段１０７（例：ＮＩＣ（Network Interface Card）や電話機
能など）などを有している。また、前記管理サーバ１００は、前記携帯端末２００との間
で電子メールの授受を行うためのメールサーバ機能１１５を当然有している。
【００３５】
　続いて、前記システム１０を構成する前記管理サーバ１００が、例えばプログラム１０
２に基づき前記記憶手段１０１にて構成・保持する機能部につき説明を行う。なお、前記
管理サーバ１００は、ハードディスクドライブなどの前記記憶手段１０１において、対応
者データベース１２１、システム設定データベース１２２、緊急時行動データベース１２
３、目的別連絡先データベース１２５を記憶している。また、緊急時人員割当方法を実行
することで前記管理サーバ１００は行動別割当テーブル１２４を記憶手段１０１に記憶す
る。これらデータベースやテーブルのデータ構成例については後述する。
【００３６】
　こうした前記管理サーバ１００は、前記対応者データベース１２１における各携帯端末
２００の連絡先データ（例：メールアドレスや携帯電話番号など）を読み出し、該当連絡
先データの携帯端末２００に宛てて、緊急対応可否の回答要求（例：所定メッセージが記
載された電子メールや、所定メッセージを自動再生した音声データ、或いは、架電の上、
所定回数だけのコールなど）を前記通信手段により送信し、携帯端末２００から緊急対応
可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応可である人員について前記対応者デー
タベース１２１にて対応可フラグを設定する、対応可否確認手段１１０を備える。
【００３７】
　前記対応可否確認手段１１０は、予定行動の指定を入力インターフェイス１０５ないし
管理サーバ１００の管理者が操作する管理者端末３００（ＬＡＮ等で管理サーバ１００と
接続されている）から受け付け、前記緊急時行動データベース１２３から前記指定を受け
付けた各予定行動の最低必要人数を読み出して合算し、前記回答データのうち緊急対応可
であるものの受信数をカウントし、前記受信数が前記最低必要人数の合算値に達するまで
、前記回答データの受信を継続する、としてもよい。
【００３８】
　また、前記管理サーバ１００は、前記緊急時行動データベース１２３における予定行動
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のデータと、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが設定されている人員の情
報とを対応付けて行動別割当テーブル１２４を生成し、予定行動に対応付けた人員につい
て前記対応者データベース１２１の対応可フラグを消去する割当手段１１１を備える。
【００３９】
　また、前記管理サーバ１００は、前記割当手段１１１の処理実行以降に前記携帯端末２
００から新たに送信された緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対
応不可である人員について前記行動別割当テーブル１２４で検索し、該当者の情報を行動
別割当テーブル１２４から削除し、前記回答データが緊急対応可である人員について前記
対応者データベース１２１にて対応可フラグの設定をする、状況更新手段１１２を備える
。
【００４０】
　また、前記管理サーバ１００は、前記行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付
けた人員の数をカウントし、ここでカウントした人員数が、前記緊急時行動データベース
１２３の予定行動データが示す通常必要人数に達していないことを検知し、前記対応者デ
ータベース１２１にて対応可フラグが設定されている人員を特定し、該当人員の情報を前
記行動別割当テーブル１２４にて予定行動のデータと対応付ける再割当手段１１３を備え
る。
【００４１】
　なお、前記管理サーバ１００の前記割当手段１１１が、前記緊急時行動データベース１
２３における各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベース１２１
にて対応可フラグが設定されている人員の情報を前記最低必要人数に達するまで対応付け
て予定行動別に行動別割当テーブル１２４を生成し、予定行動に対応付けた人員について
前記対応者データベース１２１の対応可フラグを消去した後、前記緊急時行動データベー
ス１２３における各予定行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベース１
２１にて対応可フラグが設定されている人員の情報を前記通常必要人数に達するまで対応
付けて予定行動別に行動別割当テーブル１２４を生成し、予定行動に対応付けた人員につ
いて前記対応者データベース１２１の対応可フラグを消去するとしてもよい。
【００４２】
　この場合、前記状況更新手段１１２は、前記割当手段１１１の処理実行以降に前記携帯
端末２００から新たに送信された緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが
緊急対応不可である人員について各行動別割当テーブル１２４で検索し、該当者の情報を
該当行動別割当テーブル１２４から削除し、前記回答データが緊急対応可である人員につ
いて前記対応者データベース１２１にて対応可フラグの設定をする。
【００４３】
　また、前記再割当手段１１３は、各行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付け
た人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行
動データベース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数に達していない人員不足
の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベ
ース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数以上となっている人員余剰の予定行
動とを検知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブル１２４にて対応付けされた人
員のうち余剰人員の分の情報を人員不足の予定行動の行動別割当テーブル１２４に移動さ
せる。
【００４４】
　なお、前記管理サーバ１００は、各行動別割当テーブル１２４にて該当予定行動に対応
付けた人員について、前記対応者データベース１２１から該当人員の携帯端末２００の連
絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末２００に宛てて、該当人員に対応付
けされた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段により送信し、該当人員につい
て前記行動別割当テーブル１２４において対応開始指示済みフラグを設定する行動指示手
段１１４を備えるとしてもよい。
【００４５】
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　この場合、前記状況更新手段１１２は、前記対応開始指示に応じて、該当人員が所定施
設への移動を開始した旨を示す移動開始報告、または該当人員が予定行動を開始した旨を
示す対応開始報告のいずれかを前記携帯端末２００から受信し、前記移動開始報告が示す
該当人員を各行動別割当テーブル１２４で検索し、ここで検索された行動別割当テーブル
１２４にて該当人員についてフラグを移動中フラグに更新し、前記対応開始報告が示す該
当人員を各行動別割当テーブル１２４で検索し、ここで検索された行動別割当テーブル１
２４にて該当人員についてフラグを対応開始フラグに更新する。
【００４６】
　また、前記再割当手段１１３は、各行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付け
た人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行
動データベース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数に達していない人員不足
の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベ
ース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数以上となっている人員余剰の予定行
動とを検知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブル１２４にて対応付けされた人
員中の余剰人員分のうち、対応開始指示済みフラグ、移動中フラグ、対応開始フラグの優
先順で人員の情報を特定して人員不足の予定行動の行動別割当テーブル１２４に移動させ
る。
【００４７】
　なお、前記管理サーバの前記対応可否確認手段１１０が、前記回答データが緊急対応可
である人員について前記対応者データベース１２１にて初期フラグを対応可フラグに更新
するとしてもよい。
【００４８】
　この場合、前記割当手段１１１は、前記緊急時行動データベース１２３における各予定
行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが
設定されている人員、初期フラグが設定されている人員の優先順で、該当人員の情報を前
記必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動別割当テーブル１２４を生成する。
【００４９】
　また、前記行動指示手段１１４は、各行動別割当テーブル１２４にて該当予定行動に対
応付けた人員について、前記対応者データベース１２１から該当人員の携帯端末２００の
連絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末２００に宛てて、該当人員に対応
付けされた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段により送信し、前記対応開始
指示の送信時刻のデータを該当行動別割当テーブル１２４における該当人員に対応付けて
格納し、該当人員のうち前記初期フラグが設定されている者について前記行動別割当テー
ブル１２４において対応開始指示済み第１フラグを設定し、該当人員のうち前記対応可フ
ラグが設定されている者について前記行動別割当テーブル１２４において対応開始指示済
み第２フラグを設定し、前記該当人員について前記対応者データベース１２１の対応可フ
ラグないし初期フラグを消去する。
【００５０】
　また、前記状況更新手段１１２は、前記行動別割当テーブル１２４から、前記対応開始
指示済み第１フラグが設定された該当人員についての前記送信時刻のデータを読み出し、
当該送信時刻から現在時刻までの経過時間を算定し、前記経過時間をシステム設定データ
ベース１２２の第１基準値に照合して、前記経過時間が第１基準値を超過した人員を特定
し、ここで特定した人員について該当行動別割当テーブル１２４において該当人員の情報
を削除し、前記行動別割当テーブル１２４から、前記対応開始指示済み第２フラグが設定
された該当人員についての前記送信時刻のデータを読み出し、当該送信時刻から現在時刻
までの経過時間を算定し、前記経過時間を前記システム設定データベース１２２の第２基
準値に照合して、前記経過時間が第２基準値を超過した人員を特定し、ここで特定した人
員について該当行動別割当テーブル１２４において該当人員のフラグを前記対応開始指示
済み第１フラグに更新する。
【００５１】



(13) JP 5222751 B2 2013.6.26

10

20

30

40

50

　また、前記記憶手段１０１の前記緊急時行動データベース１２３において、緊急時の複
数の予定行動と、各予定行動を実行する為の最低限の人数たる最低必要人数と、各予定行
動を実行する為に必要となる通常の人数たる通常必要人数と、予定行動間の優先順位のデ
ータを格納しているとしてもよい。
【００５２】
　この場合、前記割当手段１１１は、前記緊急時行動データベース１２３における各予定
行動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが
設定されている人員の情報を前記最低必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動
別割当テーブル１２４を生成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベ
ース１２１の対応可フラグを消去し、前記各予定行動について前記最低必要人数に達する
まで人員の情報をそれぞれ対応付けできた場合に、前記各予定行動のうち優先順位上位の
ものから、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが設定されている人員の情報
を前記通常必要人数に達するまで該当行動別割当テーブル１２４に対応付けし、該当予定
行動に対応付けた人員について前記対応者データベース１２１の対応可フラグを消去する
とすれば好適である。
【００５３】
　また、前記状況更新手段１１２は、前記割当手段１１１の処理実行以降に前記携帯端末
２００から新たに送信された緊急対応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急
対応不可である人員について各行動別割当テーブル１２４で検索し、該当者の情報を該当
行動別割当テーブル１２４から削除し、前記回答データが緊急対応可である人員について
前記対応者データベース１２１にて対応可フラグの設定をするとすれば好適である。
【００５４】
　また、前記再割当手段１１３は、各行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付け
た人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行
動データベース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数ないし通常必要人数に達
していない人員不足の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記
緊急時行動データベース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数以上ないし通常
必要人数以上となっている人員余剰の予定行動とを検知し、人員余剰の各予定行動の行動
別割当テーブル１２４にて対応付けされた人員のうち余剰人員の分の情報を人員不足の予
定行動の行動別割当テーブル１２４に移動させる、とすれば好適である。
【００５５】
　一方、前記緊急時人員割当システム１０を管理サーバ１００と共に構成可能なのが携帯
端末２００である。この携帯端末２００は、上述のように、企業や公共機関の職員など緊
急時対応を行う人員が所持する携帯電話機を想定することができ、前記管理サーバ１００
からデータを受信してこれを出力インターフェース２０６に出力し、前記人員からの意思
表示を入力インターフェース２０５で受け付けてこれを前記管理サーバ１００に返すとい
った機能を実現するプログラム２０２を不揮発性の記憶手段２０１に備える。こうした携
帯端末２００は、前記記憶手段２０１から前記プログラム２０２をＲＡＭ２０３に読み出
し、演算装置たるＣＰＵ２０４により実行する。また、前記携帯端末２００は、携帯電話
機等が一般に備えている各種ボタン類やマイク、カメラなどの入力インターフェイス２０
５、ディスプレイやスピーカーなどの出力インターフェイス２０６を備える。また、前記
管理サーバ１００などとの間のデータ授受を担う通信手段２０７（例：携帯電話の通話機
能など）を有している。また、前記携帯端末２００は、前記管理サーバ１００との間で電
子メールの授受を行うため、メーラー２０８を備える。
【００５６】
　これまで示した前記システム１０の管理サーバ１００における各手段１１０～１１４は
、ハードウェアとして実現してもよいし、メモリやＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉ
ｖｅ）などの適宜な記憶装置に格納したプログラムとして実現するとしてもよい。この場
合、各装置のＣＰＵがプログラム実行に合わせて記憶装置より該当プログラムをＲＡＭに
読み出して、これを実行することとなる。
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【００５７】
－－－データベース構造－－－
　次に、本実施形態における緊急時人員割当システム１０が用いるテーブル等の構造につ
いて説明する。図２は本実施形態における、（ａ）対応者データベース１２１、（ｂ）シ
ステム設定データベース１２２、（ｃ）緊急時行動データベース１２３、（ｄ）目的別連
絡先データベース１２５の各データ構造例を示す図である。
【００５８】
　前記対応者データベース１２１は、緊急時対応を行う予定の人員が所持する携帯端末の
連絡先データを格納したデータベースである。この対応者データベース１２１は、例えば
、緊急時対応を行う予定の各人員を示す対応者ＩＤ、氏名、連絡先データとしての携帯端
末２００の電話番号およびメールアドレス、および優先度といったデータを対応付けたレ
コードの集合体となっている。なお、前記優先度のデータとしては、例えば、初期フラグ
たる「１」、携帯端末２００から緊急対応可の回答データを受信できた該当人員について
は対応可フラグたる「２」、携帯端末２００から緊急対応不可の回答データを受信できた
該当人員ないし既に行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付けした人員について
は対応不可フラグたる「０」が設定される。
【００５９】
　また、前記システム設定データベース１２２は、前記管理サーバ１００から携帯端末２
００に各種データ送信を行った後に回答が携帯端末２００から得られるまでの間の待機時
間の閾値を定めたデータベースであり、例えば、対応可否確認時間、連絡待機時間１、連
絡待機時間２、および必要返信数といったデータを対応付けたレコードからなる。前記対
応可否確認時間は、前記対応可否確認手段１１０が、携帯端末２００に宛てて緊急対応可
否の回答要求を送信してからの待機時間の最大値である。この対応可否確認時間を超過し
た場合、前記管理サーバ１００において割当手段１１１による割当処理の実行が開始され
る。また、前記連絡待機時間１は、前記対応者データベース１２１において初期フラグ「
１」が設定された人員であり、該当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指
示が送信された者（行動別割当テーブル１２４にて対応開始指示済み第１フラグ＝「指示
済み△」が設定された者）について、前記対応開始指示の送信時刻からの待機時間（前記
対応開始指示に応じた、該当人員が所定施設への移動を開始した旨を示す移動開始報告、
または該当人員が予定行動を開始した旨を示す対応開始報告のいずれかを携帯端末２００
から未受信の状態）の最大値たる第１基準値に対応する。また、前記連絡待機時間２は、
前記対応者データベース１２１において対応可フラグ「２」が設定された人員であり、該
当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指示が送信された者（行動別割当テ
ーブル１２４にて対応開始指示済み第２フラグ＝「指示済み○」が設定された者）につい
て、前記対応開始指示の送信時刻からの待機時間（前記対応開始指示に応じた、該当人員
が所定施設への移動を開始した旨を示す移動開始報告、または該当人員が予定行動を開始
した旨を示す対応開始報告のいずれかを携帯端末２００から未受信の状態）の最大値たる
第２基準値に対応する。また、前記必要返信数は、前記対応可否確認手段１１０が、予定
行動の指定を入力インターフェイス１０５で受け付け、前記緊急時行動データベース１２
３から前記指定を受け付けた各予定行動の最低必要人数を読み出して合算した値となる。
【００６０】
　また、前記緊急時行動データベース１２３は、緊急時の予定行動とその必要人数のデー
タを格納したデータベースである。この緊急時行動データベース１２３は、例えば、緊急
時の予定行動、各予定行動の必要人数のデータたる最低必要人数（予定行動を実行する為
の最低限の人数）および通常必要人数（予定行動を実行する為に必要となる通常の人数）
、予定行動間の優先順位のデータを対応付けたレコードの集合体となっている。
【００６１】
　また、前記目的別連絡先データベース１２５は、前記管理サーバ１００から携帯端末２
００に何らかの通知を行う場合の送信元（管理サーバ側）の電話番号ないしメールアドレ
ス、携帯端末２００から管理サーバ１００に回答・報告を行う場合の送信先（管理サーバ
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側）の電話番号ないしメールアドレスのデータを格納したデータベースである。
【００６２】
　この目的別連絡先データベース１２５は、例えば、前記管理サーバ１００が前記携帯端
末２００に宛てて緊急対応可否の回答要求を送信する際の送信元メールアドレス（例：ka
ito_yokyu@XXX.XX.jp）、発信者電話番号（例：03-1234-XXXX）、前記携帯端末２００が
前記緊急対応可否の回答データを管理サーバ１００に送信する際の回答内容別の送信先メ
ールアドレス（例：taiou_ka@XXX.XX.jp（対応可）、taiou_fuka@XXX.XX.jp（対応不可）
）、架電先電話番号（例：03-2345-XXXX（対応可）、03-3456-XXXX（対応不可））、前記
管理サーバ１００が携帯端末２００に宛てて、該当人員に対応付けされた予定行動につい
ての対応開始指示を送信する際の送信元メールアドレス（例：kaishi@XXX.XX.jp）、発信
者電話番号（例：03-4567-XXXX）、前記携帯端末２００が前記対応開始指示に応じて、該
当人員が所定施設への移動を開始した旨を示す移動開始報告、該当人員が予定行動を開始
した旨を示す対応開始報告、当初対応可であったが途中で対応不可となってしまった旨を
示す対応不可報告のいずれかを、管理サーバ１００に送信する際の報告内容別の送信先メ
ールアドレス（例：idou_kaishi@XXX.XX.jp（移動開始報告）、taiou_kaishi@XXX.XX.jp
（対応開始報告）、taiou_fuka@XXX.XX.jp（対応不可報告））、架電先電話番号（例：03
-5678-XXXX（移動開始報告）、03-6789-XXXX（対応開始報告）、03-7890-XXXX（対応不可
報告））、といったデータが対応付けされている。
【００６３】
　図３は本実施形態における行動別割当テーブル１２４のデータ構造例を示す図である。
前記行動別割当テーブル１２４は、前記緊急時行動データベース１２３における予定行動
のデータと、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグ「２」ないし「１」が設定
されている人員の情報とを対応付けて、予定行動毎に生成されるテーブルである。
【００６４】
　この行動別割当テーブル１２４は、例えば、該当予定行動に対応付けた人員の対応者Ｉ
Ｄ、氏名、携帯端末２００の電話番号およびメールアドレス、状況（前記対応開始指示の
送信有無や、前記移動開始報告や対応開始報告などの受信有無）、および前記状況の更新
時間（前記対応開始指示の送信時刻や、前記移動開始報告や対応開始報告などの受信時刻
）といったデータが対応付けされたレコードの集合体となっている。
【００６５】
　なお、前記対応者データベース１２１において初期フラグ「１」が設定されたままの人
員であり、該当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指示が送信された者に
ついては、前記状況のデータが「指示済み△」（＝対応開始指示済み第１フラグ）となる
。また、前記対応者データベース１２１において対応可フラグ「２」が設定された人員で
あり、該当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指示が送信された者につい
ては、前記状況のデータが「指示済み○」（＝対応開始指示済み第２フラグ）となる。ま
た、前記移動開始報告があった者については、前記状況のデータが「移動中」となり、前
記対応開始報告があった者については、前記状況のデータが「対応開始」となる。
【００６６】
－－－全体処理フローの例－－－
　以下、本実施形態における緊急時人員割当方法の実際手順について、図に基づき説明す
る。なお、以下で説明する緊急時人員割当方法に対応する各種動作は、前記システム１０
を構成する各装置のＲＡＭに読み出して実行するプログラムによって実現される。そして
、このプログラムは、以下に説明される各種の動作を行うためのコードから構成されてい
る。
【００６７】
　図４は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例１を示す図である。ここ
では、本実施形態の緊急時人員割当方法の全体フローについて説明する。例えば、何らか
の災害が発生し、ある企業が運営するサービスシステムが損傷したとする。この場合、例
えば、前記企業における前記サービスシステムの管理者は、前記損傷の具合等を確認し、
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バックアップシステムの立ち上げを決断する。この時、前記管理サーバ１００は前記管理
者が操作する管理者端末３００から、前記バックアップシステムの稼働など各種予定行動
の開始指示を受け付ける（ｓ１００）。
【００６８】
　これを受けた前記管理サーバ１００の対応可否確認手段１１０は、前記対応者データベ
ース１２１における各携帯端末２００の連絡先データ（例：メールアドレスや携帯電話番
号など）を読み出し、該当連絡先データの携帯端末２００に宛てて、緊急対応可否の回答
要求（例：所定メッセージが記載された電子メールや、所定メッセージを自動再生した音
声データ、或いは、架電の上、所定回数だけのコールなど）を前記通信手段１０７により
送信し、携帯端末２００から緊急対応可否の回答データを受信し、回答データが緊急対応
可である人員について前記対応者データベース１２１にて対応可フラグを設定する（ｓ１
０１）。
【００６９】
　次に、前記管理サーバ１００の割当手段１１１は、前記緊急時行動データベース１２３
における予定行動のデータと、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが設定さ
れている人員の情報とを対応付けて行動別割当テーブル１２４を生成し、予定行動に対応
付けた人員について前記対応者データベース１２１の対応可フラグを消去する（ｓ１０２
）。なお、前記割当手段１１１は、前記緊急時行動データベース１２３における各予定行
動のうち優先順位上位のものから、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが設
定されている人員の情報を前記必要人数に達するまで対応付けて予定行動別に行動別割当
テーブル１２４を生成し、予定行動に対応付けた人員について前記対応者データベース１
２１の対応可フラグを消去するとしてもよい。
【００７０】
　続いて、前記管理サーバ１００の行動指示手段１１４は、各行動別割当テーブル１２４
にて該当予定行動に対応付けた人員について、前記対応者データベース１２１から該当人
員の携帯端末２００の連絡先データを読み出し、該当連絡先データの携帯端末２００に宛
てて、該当人員に対応付けされた予定行動についての対応開始指示を前記通信手段１０７
により送信し、該当人員について前記行動別割当テーブル１２４において対応開始指示済
みフラグを設定する（ｓ１０３）。
【００７１】
　またその後、前記管理サーバ１００の状況更新手段１１２は、前記割当手段１１１の処
理終了以降に前記携帯端末２００から送信された緊急対応可否の回答データを受信し、そ
の回答データが緊急対応不可である人員について前記行動別割当テーブル１２４で検索し
、該当者が存在した場合は該当者の情報を行動別割当テーブル１２４から削除し、該当者
が前記行動割当テーブル１２４に存在しない場合は前記対応者データベース１２１にて対
応不可フラグを設定し、前記回答データが緊急対応可である人員について前記対応者デー
タベース１２１にて対応可フラグの設定をする（ｓ１０４）。なお、前記状況更新手段１
１２は、前記割当手段１１１の処理終了以降に前記携帯端末２００から送信された緊急対
応可否の回答データを受信し、その回答データが緊急対応不可である人員について各行動
別割当テーブル１２４で検索し、該当者が存在した場合は該当者の情報を該当行動別割当
テーブル１２４から削除し、該当者が前記行動割当テーブル１２４に存在しない場合は前
記対応者データベース１２１にて対応不可フラグを設定し、前記回答データが緊急対応可
である人員について前記対応者データベース１２１にて対応可フラグの設定をするとして
もよい。
【００７２】
　次に、前記管理サーバ１００の再割当手段１１３は、前記行動別割当テーブル１２４に
て予定行動に対応付けた人員の数をカウントし、ここでカウントした人員数が、前記緊急
時行動データベース１２３の予定行動データが示す必要人数に達していないことを検知し
、前記対応者データベース１２１にて対応可フラグが設定されている人員を特定し、該当
人員の情報を前記行動別割当テーブル１２４にて予定行動のデータと対応付ける（ｓ１０
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５）。なお、前記再割当手段１１３は、各行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応
付けた人員の数をカウントし、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急
時行動データベース１２３の該当予定行動データが示す必要人数に達していない人員不足
の予定行動と、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベ
ース１２３の該当予定行動データが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動と
を検知し、人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブル１２４にて対応付けされた人員の
うち余剰人員の分の情報を人員不足の予定行動の行動別割当テーブル１２４に移動させる
としてもよい。この再割当手段１１３による人員の再割当処理は、前記管理者端末３００
から指定された各予定行動について必要な人員数が割当てられるまで（ｓ１０６：Ｎ→ｓ
１０４）、繰り返し実行され、各予定行動について必要な人員数が割当てられれば（ｓ１
０６：Ｙ）、処理を終了する。以下、前記処理（ｓ１０１～ｓ１０５）について順次詳述
する。
【００７３】
－－－対応可否確認処理の例－－－
　図５は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例２を示す図である。ここ
では、対応可否確認処理の詳細な具体例について説明する。この場合、前記管理サーバ１
００の対応可否確認手段１１０は、前記対応者データベース１２１における各携帯端末２
００の連絡先データとして、例えば、メールアドレスを読み出す（ｓ２００，ｓ２０１）
。
【００７４】
　また、前記対応可否確認手段１１０は、前記ステップｓ２０１で読み出したメールアド
レスに宛てて、緊急対応可否を問う回答要求たる電子メール（図中例：対応可否確認メー
ル文面例）を前記通信手段１０７により送信する（ｓ２０２）。前記電子メールには、図
中例のように、「即座に対応可能」な場合の返信用メールアドレス「taiou_ka@XXX.XX.jp
」、「現時点で対応不可」な場合の返信用メールアドレス「taiou_fuka@XXX.XX.jp」が記
載されている。また、前記対応可否確認手段１１０は、この電子メールを送信した時刻デ
ータを時計機能（コンピュータとして通常備えるもの）から取得し、これを記憶手段１０
１に格納しておく（ｓ２０３）。
【００７５】
　こうした電子メールを携帯端末２００で受け取った前記職員らは、該当電子メールの文
面を確認する。そして各自が置かれた状況等に応じて、前記メーラー２０８により、「即
座に対応可能」な場合は「taiou_ka@XXX.XX.jp」に返信処理、「現時点で対応不可」な場
合は「taiou_fuka@XXX.XX.jp」に返信処理を行うのである。
【００７６】
　一方、前記管理サーバ１００の対応可否確認手段１１０は、メールサーバ機能１１５に
おける前記「taiou_ka@XXX.XX.jp」、「taiou_fuka@XXX.XX.jp」の各受信用メールボック
スを確認する（ｓ２０４）。ここで前記対応可否確認手段１１０は、前記受信用メールボ
ックスに、「即座に対応可能」に対応した「taiou_ka@XXX.XX.jp」宛の電子メールが届い
ているかチェックし（ｓ２０５）、該当メールを受信している場合（ｓ２０５：ＹＥＳ）
、該当メールのヘッダー等から送信者アドレスを抽出し、このアドレスを前記対応者デー
タベース１２１で検索する（ｓ２０６）。前記送信者アドレスに対応する該当者について
、前記対応可否確認手段１１０は、前記対応者データベース１２１における優先度のデー
タを初期値の「１」から「２」に更新する（ｓ２０７）。
【００７７】
　一方、前記ステップｓ２０５で、「taiou_ka@XXX.XX.jp」宛の電子メールが届いていな
いと判断した場合（ｓ２０５：ＮＯ）か、前記ステップｓ２０７の終了後に、前記対応可
否確認手段１１０は、前記受信用メールボックスに、「現時点で対応不可」に対応した「
taiou_fuka@XXX.XX.jp」宛の電子メールが届いているかチェックし（ｓ２０８）、該当メ
ールを受信している場合（ｓ２０８：ＹＥＳ）、該当メールのヘッダー等から送信者アド
レスを抽出し、このアドレスを前記対応者データベース１２１で検索する（ｓ２０９）。
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前記送信者アドレスに対応する該当者について、前記対応可否確認手段１１０は、前記対
応者データベース１２１における優先度のデータを初期値の「１」から「０」に更新する
（ｓ２１０）。また、前記対応可否確認手段１１０は、該当者のメールアドレスに宛てて
、対応可能な状況になったら「taiou_ka@XXX.XX.jp」宛に電子メールを送信するよう指示
する電子メールを送信する（ｓ２１１）。
【００７８】
　前記ステップｓ２０８で、「taiou_fuka@XXX.XX.jp」宛の電子メールが届いていないと
判断した場合（ｓ２０８：ＮＯ）か、前記ステップｓ２１１の終了後に、前記対応可否確
認手段１１０は、前記ステップｓ２０３で記憶手段１０１に格納しておいた、電子メール
の送信時刻からの経過時間を算定し、この経過時間を前記システム設定データベース１２
２における対応可否確認時間の値（例：３０分）と比較する（ｓ２１２）。この処理で、
前記経過時間が前記対応可否確認時間を超過していない場合（ｓ２１２：ＮＯ）、前記対
応可否確認手段１１０は、処理をステップｓ２１３に進める。他方、前記経過時間が前記
対応可否確認時間を超過していた場合（ｓ２１２：ＹＥＳ）、前記対応可否確認手段１１
０は、対応可否確認処理を終了する（ｓ２１４）。
【００７９】
　前記ステップｓ２１３において、前記対応可否確認手段１１０は、前記管理者端末３０
０から指定されていた予定行動について、前記緊急時行動データベース１２３から各予定
行動の必要人数を読み出して合算し、前記ステップｓ２０４でチェックした電子メールの
うち緊急対応可、つまり「taiou_ka@XXX.XX.jp」宛の電子メールの受信数をカウントし、
前記受信数が前記必要人数の合算値に達しているか判定する。この判定により、前記受信
数が前記合算値に達していない場合（ｓ２１３：ＮＯ）、前記対応可否確認手段１１０は
、処理を前記ステップｓ２０４に戻す。他方、前記受信数が前記合算値に達していた場合
（ｓ２１３：ＹＥＳ）、前記対応可否確認手段１１０は、処理を終了する（ｓ２１４）。
【００８０】
－－－割当処理の例－－－
　図６は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例３を示す図である。ここ
では、割当処理の詳細な具体例について説明する。この場合、前記割当手段１１１は、ま
ず、処理対象の優先度を「２」と設定し（ｓ３００、ｓ３０１）、対応者データベース１
２１にて優先度「２」の者を抽出する（ｓ３０２）。この抽出処理で対応者データベース
１２１にて、未割当の、優先度「２」の者が特定できた場合（ｓ３０３：ＹＥＳ）、前記
割当手段１１１は、前記緊急時行動データベース１２３における各予定行動のうち処理対
象の優先順位Ｙを「１」と設定する（ｓ３０４）。また前記割当手段１１１は、前記優先
順位「１」の予定行動に関する行動別割当テーブル１２４を生成した上で、該当予定行動
の最低必要人数を緊急時行動データベース１２３から抽出し、前記行動別割当テーブル１
２４において割り当てた人員の数と比較する（ｓ３０５）。例えば、図２（ｃ）に示す緊
急時行動データベース１２３の例であれば、優先順位「１」の予定行動は、「バックアッ
プセンタ稼働」であり、最低必要人数は「３」である。この例では、前記管理者端末３０
０から緊急時行動データベース１２３の全予定行動が指定されていると想定する。
【００８１】
　この時点ではまだ誰もこの「バックアップセンタ稼働」の行動予定に割り当てていない
ので、前記割当手段１１１は、割当人数が最低必要人数を満たしていないと判断し（ｓ３
０６：ＹＥＳ）、対応者データベース１２１から優先度「２」の対応者ＩＤ（例えば、「
００２」）を１つ抽出し、前記「バックアップセンタ稼働」の行動別割当テーブル１２４
に登録する（ｓ３０７）。その後、処理を前記ステップｓ３０２に戻す。
【００８２】
　その後、前記割当手段１１１は、上記のステップｓ３０３からｓ３０７を繰り返し実行
し、ある時点のステップｓ３０６で、割当人数が最低必要人数を満たしたと判断した場合
（ｓ３０６：ＮＯ）、前記「バックアップセンタ稼働」の次に優先順位Ｙ、つまり優先順
位「２」の予定行動が存在するか前記緊急時行動データベース１２３を参照する（ｓ３０
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８、ｓ３０９）。ここで優先順位「２」の予定行動が存在した場合（ｓ３０９：ＹＥＳ）
、前記割当手段１１１は、この優先順位「２」、図２（ｃ）の例では、「災害対策センタ
」なる行動予定について前記ステップｓ３０５からｓ３０７を同様に繰り返し実行する。
【００８３】
　その後、前記ステップｓ３０９で処理対象の優先順位を順次下げていき、前記緊急時行
動データベース１２３において対象となる全ての予定行動について上記処理が済んだとす
る（ｓ３０９：ＮＯ）。この場合、前記割当手段１１１は、処理対象の優先順位Ｙを再び
「１」に戻し、この優先順位「１」の行動予定について、前記緊急時行動データベース１
２３で定めた通常必要人数と、該当する行動別割当テーブル１２４に割り当てられた人員
数とを比較する（ｓ３１１）。
【００８４】
　この比較処理で、割当人数が通常必要人数を満たしていないと判断した場合（ｓ３１２
：ＹＥＳ）、前記割当手段１１１は、処理を前記ｓ３０７に進める。他方、割当人数が通
常必要人数を満たしたと判断した場合（ｓ３１２：ＮＯ）、前記割当手段１１１は、処理
対象の優先順位を順次下げていき、前記処理ｓ３１１～ｓ３１３を繰り返し実行する。そ
して、前記緊急時行動データベース１２３において対象となる全ての予定行動について前
記処理ｓ３１１からｓ３１３が済んだ場合（ｓ３１４：ＮＯ）、前記割当手段１１１は、
割当処理を終了する（ｓ３１７）。
【００８５】
　一方、上記処理の結果、優先度「２」の人員については全て予定行動に割り当ててしま
い、前記ステップｓ３０３で、前記対応者データベース１２１にて、未割当の、優先度「
２」の者を特定できなかった場合（ｓ３０３：ＮＯ）、前記割当手段１１１は、処理対象
の優先度Ｘを１つ減らして「１」とし（ｓ３１５）、それが「０」となるまで、前記ステ
ップｓ３０２以降の処理および前記ｓ３１５を繰り返し実行する。
【００８６】
－－－行動指示処理の例－－－
　図７は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例４を示す図である。ここ
では、行動指示処理の詳細な具体例について説明する。この場合、前記管理サーバ１００
の行動指示手段１１４は、各行動別割当テーブル１２４にて該当予定行動に対応付けた人
員について、前記対応者データベース１２１から該当人員のメールアドレスを抽出する（
ｓ４００）。
【００８７】
　また、前記行動指示手段１１４は、該当メールアドレスに宛てて、該当人員に対応付け
された予定行動についての対応開始指示の電子メールを送信する（ｓ４０１）。この対応
開始指示の電子メールとしては、図中の例に示すように、該当する予定行動についての対
応を速やかに開始するよう要請する文面と、当該電子メール受信後における各自の状況報
告先となるメールアドレス一覧とを含む。
【００８８】
　続いて、前記行動指示手段１１４は、前記対応開始指示の電子メールを送信した該当人
員のうち前記初期フラグ「１」が設定されている者（対応者データベース１２１にて特定
）について該当予定行動の行動別割当テーブル１２４において「指示済み△」（対応開始
指示済み第１フラグ）を設定し、該当人員のうち前記対応可フラグ「２」が設定されてい
る者（対応者データベース１２１にて特定）について該当予定行動の行動別割当テーブル
１２４において「指示済み○」（対応開始指示済み第２フラグ）を設定する（ｓ４０２）
。なおこの処理の後、前記行動指示手段１１４は、前記該当人員について前記対応者デー
タベース１２１の対応可フラグ「２」ないし初期フラグ「１」を対応不可フラグ「０」に
更新する（ｓ４０３）。
【００８９】
　また、前記行動指示手段１１４は、前記対応開始指示の電子メールの送信時刻のデータ
を、該当行動別割当テーブル１２４における「状況更新時間」として該当人員に対応付け



(20) JP 5222751 B2 2013.6.26

10

20

30

40

50

て格納し（ｓ４０４）、行動指示処理を終了する（ｓ４０５）。
【００９０】
－－－状況更新処理の例－－－
　図８は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例５を示す図であり、図９
は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例６を示す図である。ここでは、
状況更新処理の詳細な具体例について説明する。前記行動指示処理ｓ１０３の実行後にお
いて、前記状況更新手段１１２は、前記携帯端末２００からの電子メールを前記メールサ
ーバ機能のメールボックスにて確認する（ｓ５００）。ここで、「idou_kaishi@XXX.XX.j
p」（＝移動開始報告）宛の受信メールが存在した場合（ｓ５０１：ＹＥＳ）、前記状況
更新手段１１２は、該当メールのヘッダー等から送信者アドレスを抽出し、この送信者ア
ドレスに対応する該当者の対応者ＩＤを前記対応者データベース１２１にて検索する（ｓ
５０２）。また、前記状況更新手段１１２は、前記ステップｓ５０２で検索した該当者の
対応者ＩＤをキーに、各行動別割当テーブル１２４を検索し、該当レコードにおける前記
状況データを「移動中」に更新する（ｓ５０３）。この時、前記状況更新手段１１２は、
該当レコードにおける「状況更新時間」として現在時刻を設定する。
【００９１】
　一方、メールボックスにて、「idou_kaishi@XXX.XX.jp」（＝移動開始報告）宛の受信
メールが存在しなかった場合（ｓ５０１：ＮＯ）、前記状況更新手段１１２は、「taiou_
kaishi@XXX.XX.jp」（＝対応開始報告）宛の受信メールが存在するか判定する（ｓ５０４
）。ここで、「taiou_kaishi@XXX.XX.jp」（＝対応開始報告）宛の受信メールが存在する
場合（ｓ５０４：ＹＥＳ）、前記状況更新手段１１２は、該当メールのヘッダー等から送
信者アドレスを抽出し、この送信者アドレスに対応する該当者の対応者ＩＤを前記対応者
データベース１２１にて検索する（ｓ５０５）。また、前記状況更新手段１１２は、前記
ステップｓ５０５で検索した該当者の対応者ＩＤをキーに、各行動別割当テーブル１２４
を検索し、該当レコードにおける前記状況データを「対応開始」に更新する（ｓ５０６）
。この時、前記状況更新手段１１２は、該当レコードにおける「状況更新時間」として現
在時刻を設定する。
【００９２】
　また、メールボックスにて、「taiou_kaishi@XXX.XX.jp」（＝対応開始報告）宛の受信
メールが存在しなかった場合（ｓ５０４：ＮＯ）、前記状況更新手段１１２は、「taiou_
fuka@XXX.XX.jp」（＝対応不可報告）宛の受信メールが存在するか判定する（ｓ５０７）
。ここで、「taiou_fuka@XXX.XX.jp」（＝対応不可報告）宛の受信メールが存在する場合
（ｓ５０７：ＹＥＳ）、前記状況更新手段１１２は、該当メールのヘッダー等から送信者
アドレスを抽出し、この送信者アドレスに対応する該当者の対応者ＩＤを前記対応者デー
タベース１２１にて検索する（ｓ５０８）。
【００９３】
　また、前記状況更新手段１１２は、前記ステップｓ５０８での検索の結果、該当者が存
在した場合は、該当者の対応者ＩＤをキーに、各行動別割当テーブル１２４を検索し、該
当レコードを削除し、該当者が存在しない場合は該当者の優先度を「０」へ変更する（ｓ
５０９）。また、該当者のメールアドレス（前記ステップ５０８で抽出した）に宛てて、
対応可能な状況になったら「taiou_ka@XXX.XX.jp」宛に連絡するよう指示する電子メール
を送信する（ｓ５１０）。
【００９４】
　また、メールボックスにて、「taiou_fuka@XXX.XX.jp」（＝対応不可報告）宛の受信メ
ールが存在しなかった場合（ｓ５０７：ＮＯ）、前記状況更新手段１１２は、「taiou_ka
@XXX.XX.jp」（＝対応可報告）宛の受信メールが存在するか判定する（ｓ５１１）。ここ
で、「taiou_ka@XXX.XX.jp」（＝対応可報告）宛の受信メールが存在する場合（ｓ５１１
：ＹＥＳ）、前記状況更新手段１１２は、該当メールのヘッダー等から送信者アドレスを
抽出し、この送信者アドレスに対応する該当者の対応者ＩＤを前記対応者データベース１
２１にて検索し（ｓ５１２）、「優先度」を「２」に更新する（ｓ５１３）。
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【００９５】
　その後、前記状況更新手段１１２は、前記行動別割当テーブル１２４から、前記状況デ
ータとして「指示済み△」が設定された該当人員を特定する（ｓ５１４）。また、前記状
況更新手段１１２は、前記ステップｓ５１４で特定した該当人員について、前記行動別割
当テーブル１２４での「状況更新時間」のデータを読み出し、当該状況更新時間から現在
時刻までの経過時間を算定する（ｓ５１５）。
【００９６】
　また、前記状況更新手段１１２は、前記経過時間を前記システム設定データベース１２
２の「連絡待機時間１」に照合して、前記経過時間が「連絡待機時間１」を超過したか判
定する（ｓ５１６）。この判定により、前記経過時間が前記連絡待機時間１を超過してい
た場合（ｓ５１６：ＹＥＳ）、該当人員について該当行動別割当テーブル１２４において
該当レコードを削除する（ｓ５１７）。そして、該当人員のメールアドレスを前記対応者
データベース１２１にて検索し、このメールアドレスに宛てて、予定行動への対応付けが
解除された旨および再度の対応可否を問う旨を記載した電子メールを送信し（ｓ５１８）
、処理をステップｓ５１９に進める。
【００９７】
　一方、前記経過時間が「連絡待機時間１」を超過していない場合（ｓ５１６：ＮＯ）、
他に「指示済み△」が状況データとして設定された人員がいるか前記行動別割当テーブル
１２４にて検索する（ｓ５１９）。ここで他にも「指示済み△」が状況データとして設定
された人員が検索された場合（ｓ５１９：ＹＥＳ）、前記状況更新手段１１２は、処理を
前記ステップｓ５１５に戻す。
【００９８】
　他方、前記ステップｓ５１９にて、「指示済み△」が状況データとして設定された他の
人員が検索されなかった場合（ｓ５１９：ＮＯ）、前記状況更新手段１１２は、続いて、
前記行動別割当テーブル１２４から、前記状況データとして「指示済み○」が設定された
該当人員を特定する（ｓ５２０）。また、前記状況更新手段１１２は、前記ステップｓ５
２０で特定した該当人員について、前記行動別割当テーブル１２４での「状況更新時間」
のデータを読み出し、当該状況更新時間から現在時刻までの経過時間を算定する（ｓ５２
１）。
【００９９】
　また、前記状況更新手段１１２は、前記経過時間を前記システム設定データベース１２
２の「連絡待機時間２」に照合して、前記経過時間が「連絡待機時間２」を超過したか判
定する（ｓ５２２）。この判定により、前記経過時間が前記連絡待機時間２を超過してい
た場合（ｓ５２２：ＹＥＳ）、該当人員について該当行動別割当テーブル１２４において
状況データを「指示済み△」に更新し（ｓ５２３）、処理をステップｓ５２４に進める。
一方、前記経過時間が「連絡待機時間２」を超過していない場合（ｓ５２２：ＮＯ）、他
に「指示済み○」が状況データとして設定された人員がいるか前記行動別割当テーブル１
２４にて検索する（ｓ５２４）。ここで他にも「指示済み○」が状況データとして設定さ
れた人員が検索された場合（ｓ５２４：ＹＥＳ）、前記状況更新手段１１２は、処理を前
記ステップｓ５２１に戻す。他方、前記ステップｓ５２４で、「指示済み○」が状況デー
タとして設定された他の人員が検索されなかった場合（ｓ５２４：ＮＯ）、前記状況更新
手段１１２は、状況更新処理を終了する（ｓ５２５）。
【０１００】
－－－再割当処理の例－－－
　図１０は本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例７を示す図である。こ
こでは、再割当処理の詳細な具体例について説明する。 上述のように、前記状況更新処
理（ｓ１０４）の実行後は、前記割当処理（ｓ１０２）や行動指示処理（ｓ１０３）の実
行時点とは状況が変化している。そこで、上記割当処理（ｓ１０２）や行動指示処理（ｓ
１０３）の実行後（ｓ６００～ｓ６０２）、前記管理サーバ１００の再割当手段１１３は
、各行動別割当テーブル１２４にて予定行動に対応付けた人員の数（つまり対応者ＩＤに
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応じたレコード数）をカウントし、ここでカウントした人員数が、前記緊急時行動データ
ベース１２３の該当予定行動データが示す最低必要人数に達していない予定行動を検知す
る（ｓ６０３、ｓ６０４）。ここで、前記カウントした人員数が前記最低必要人数に達し
ていない予定行動が特定できなかった場合（ｓ６０４：ＮＯ）、前記再割当手段１１３は
再割当処理を終了する（ｓ６１２）。
【０１０１】
　他方、前記ステップｓ６０４において、前記カウントした人員数が前記最低必要人数に
達していない予定行動が特定できた場合（ｓ６０４：ＹＥＳ）、前記再割当手段１１３は
、前記カウントにより得た各予定行動の人員数が、前記緊急時行動データベース１２３の
該当予定行動データが示す必要人数以上となっている人員余剰の予定行動を特定する（ｓ
６０５）。このステップｓ６０５において、人員余剰の予定行動が特定できなかった場合
（ｓ６０５：ＮＯ）、前記再割当手段１１３は、管理者宛に、割当人員不足である旨の通
知や、現時点での各予定行動への人員割当状況や対応者のリスト（各データベースからデ
ータ抽出）を管理者端末３００に送信し（ｓ６１１）、再割当処理を終了する（ｓ６１２
）。
【０１０２】
　一方、前記ステップｓ６０５において、人員余剰の予定行動が特定できた場合（ｓ６０
５：ＹＥＳ）、前記再割当手段１１３は、前記人員余剰の各予定行動の行動別割当テーブ
ル１２４にて対応付けされた人員のうち余剰人員（つまり最低必要人数以上の人数分に該
当する者ら）について、状況データが「指示済み○」である者がいるか判定する（ｓ６０
６）。ここで、前記状況データが「指示済み○」である者がいた場合（ｓ６０６：ＹＥＳ
）、前記再割当手段１１３は、この「指示済み○」である者のうち、「状況更新時間」が
最も新しい者を前記行動別割当テーブル１２４にて特定し、該当人員のレコードを人員不
足の予定行動の行動別割当テーブル１２４に移動させる（ｓ６０７）。また、前記再割当
手段１１３は、前記ステップｓ６０７において割当先を変更した者について、対応者デー
タベース１２１にてメールアドレスを検索し、このメールアドレスに宛てて割当先変更の
旨を示す電子メールを送信し（ｓ６０８）、更に、変更先である行動別割当テーブルの該
当対応者の状況データを「指示済み○」に更新し（ｓ６０８ａ）、処理を前記ステップｓ
６０３に戻す。
【０１０３】
　前記ステップｓ６０６で、前記状況データが「指示済み○」である者がいなかった場合
（ｓ６０６：ＮＯ）、前記再割当手段１１３は、人員余剰の各予定行動の行動別割当テー
ブル１２４にて対応付けされた人員のうち余剰人員について、状況データが「移動中」で
ある者がいるか判定する（ｓ６０９）。このステップｓ６０９において、状況データが「
移動中」である者が特定できなかった場合（ｓ６０９：ＮＯ）、前記再割当手段１１３は
、管理者宛に、割当人員不足である旨の通知や、現時点での各予定行動への人員割当状況
や対応者のリスト（各データベースからデータ抽出）を管理者端末３００に送信し（ｓ６
０１１）、再割当処理を終了する（ｓ６１２）。
【０１０４】
　一方、前記ステップｓ６０９において、状況データが「移動中」である者が特定できた
場合（ｓ６０９：ＹＥＳ）、前記再割当手段１１３は、この「移動中」である者のうち、
「状況更新時間」が最も新しい者を前記行動別割当テーブル１２４にて特定し、該当人員
のレコードを人員不足の予定行動の行動別割当テーブル１２４に移動させる（ｓ６１０）
。また、前記再割当手段１１３は、前記ステップｓ６１０において割当先を変更した者に
ついて、前記ステップｓ６０８以降を繰り返し実行し、再割当処理を終了することとなる
。
【０１０５】
　本実施形態によれば、緊急時の人員がおかれた様々な状況とその変遷を考慮した臨機応
変な人員割当が可能となる。従って、災害発生時等の混乱した状況下においても、予定行
動を確実に実行できる可能性が向上する。
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【０１０６】
　また、本実施形態は、複数の予定行動に対して各予定行動間の優先順位に応じた適切な
人員配置を行うことを特徴としている。従って、即座に対応できる人員が少数に限られて
いるような場面であっても、優先順位の高い予定行動への優先的な人員配置を迅速に行う
ことが可能となる。このことにより、緊急時に必要な対策等の実行が遅れることによる損
失を削減することができる。
【０１０７】
　また、本実施形態は、様々な状況の変遷によって優先順位の高い行動に人員の不足が発
生した場合においてもその状況の変遷に対応し、人員を再配置することを特徴としている
。従って、予定行動の実行の確実性が増すとともに、行動の指示を行う者の、各対応者と
の連絡にかかる負担を大幅に削減することができる。このことにより、緊急時に予定の行
動を実行するために用意する人件費等のコストを削減することができる。
【０１０８】
　また、本実施形態は、最低限必要な人員数と通常必要な人員数をわけて管理し、複数の
予定行動に対して最低限必要な人数を優先的に配置することを特徴としている。従って、
対応できる人員が限られている場合であっても優先度の高い特定の予定行動のみに人員が
必要以上に集中することを避け、複数の予定行動の多くを同時に実行させられる可能性が
向上する。このことは、企業や自治体等の組織が緊急時において必要な対策を確実に実行
し、求められる社会的責任を果たすことに寄与する。
【０１０９】
　以上、本発明の実施の形態について、その実施の形態に基づき具体的に説明したが、こ
れに限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変更可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１１０】
【図１】本実施形態の緊急時人員割当システムのネットワーク構成図である。
【図２】本実施形態における、（ａ）対応者データベース、（ｂ）システム設定データベ
ース、（ｃ）緊急時行動データベース、（ｄ）目的別連絡先データベースの各データ構造
例を示す図である。
【図３】本実施形態における行動別割当テーブルのデータ構造例を示す図である。
【図４】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例１を示す図である。
【図５】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例２を示す図である。
【図６】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例３を示す図である。
【図７】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例４を示す図である。
【図８】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例５を示す図である。
【図９】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例６を示す図である。
【図１０】本実施形態における緊急時人員割当方法の処理フロー例７を示す図である。
【符号の説明】
【０１１１】
５　ＩＳＰサーバ
６　移動体通信網
１０　緊急時人員割当システム
１００　管理サーバ
１０１、２０１　不揮発性の記憶手段
１０２、２０２　プログラム
１０３、２０３　ＲＡＭ（Random Access Memory）
１０４、２０４　ＣＰＵ（Central Processing Unit）
１０５、２０５　入力インターフェイス
１０６、２０６　出力インターフェイス
１０７、２０７　通信手段
１１０　対応可否確認手段
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１１１　割当手段
１１２　状況更新手段
１１３　再割当手段
１１４　行動指示手段
１１５　メールサーバ機能
１２１　対応者データベース
１２２　システム設定データベース
１２３　緊急時行動データベース
１２４　行動別割当テーブル
１２５　目的別連絡先データベース
１４０　インターネット
２００　携帯端末（携帯電話機など）
２０８　メーラー
３００　管理者端末

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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